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平成２６年（あ）第１１９７号 電磁的公正証書原本不実記録，同供用被告事件 

平成２８年１２月５日 第一小法廷判決 

 

 

            主     文 

       原判決を破棄する。                      

       本件各控訴を棄却する。                    

            理     由                   

 弁護人佐藤正八の上告趣意は，単なる法令違反，事実誤認，量刑不当の主張であ

って，刑訴法４０５条の上告理由に当たらない。 

 しかしながら，所論に鑑み，職権をもって調査すると，原判決は，刑訴法４１１

条１号，３号により破棄を免れない。その理由は，以下のとおりである。 

 第１ 本件公訴事実の要旨 

 本件公訴事実第１及び第２の要旨は，「被告人は，Ａ社の代表取締役であるが，

指定暴力団松葉会岡一家総長Ｂが不動産の所有者等になることを隠蔽するため不実

の登記をしようと企て，同人及び不動産仲介業者Ｃと共謀の上，第１ 茨城県守谷

市内の宅地，畑等４筆の土地の真実の買主はＢであるのに，平成２４年２月１４

日，Ａ社を名目上の買主として，売主Ｄとの間で上記各土地の売買契約を締結した

上，同日，法務局において，上記各土地のうち３筆につき，売買を原因として，所

有権が売主ＤからＡ社に移転した旨の内容虚偽の登記申請をするとともに，残りの

１筆につき，売買予約を原因として，権利者をＡ社とする内容虚偽の所有権移転請

求権仮登記の申請をして，いずれも虚偽の申立てをし，そのころ，情を知らない登

記官をして，公正証書の原本として用いられる電磁的記録である登記簿の磁気ディ
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スクにそれぞれその旨不実の記録をさせ，即時，これを同所に備え付けさせて，公

正証書の原本としての用に供し，第２ 同市内の原野（以下，上記公訴事実第１に

係る４筆の土地と併せて「本件各土地」という。）の真実の買主はＢであるのに，

同年７月１９日，Ａ社を名目上の買主として，売主Ｅ（以下，売主Ｄと併せて「本

件売主ら」という。）との間で上記原野の売買契約を締結した上，同月２０日，法

務局において，上記原野につき，売買を原因として，所有権が売主ＥからＡ社に移

転した旨の内容虚偽の登記申請をして，虚偽の申立てをし，そのころ，情を知らな

い登記官をして，登記簿の磁気ディスクにその旨不実の記録をさせ，即時，これを

同所に備え付けさせて，公正証書の原本としての用に供した。」というものであ

る。 

 なお，本件公訴事実第３及び第４の骨子は，本件各土地上に建築された建物（以

下「本件建物」という。）につき，所有者を被告人とする表題登記及び所有権保存

登記の各登記申請をしたことがそれぞれ虚偽の申立てをしたことに当たり，当該各

登記が不実の記録であるなどとして，被告人に電磁的公正証書原本不実記録罪及び

同供用罪が成立するというものである。 

 第２ 本件事実関係並びに第１審判決及び原判決の各要旨 

 １ 第１審判決及び原判決の認定並びに記録によれば，本件の事実関係は，次の

とおりである。 

 (1) 暴力団員であるＢは，平成２３年夏頃から，茨城県内に松葉会の会合で使

える会館を造ろうと考え，不動産仲介業を営むＣに対し，土地探し等を依頼してい

た。 

 (2) Ｂは，茨城県暴力団排除条例（以下「本件条例」という。）により自らは
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不動産業者と取引することができないと考え，取得する土地及び建物の名義人とな

ってもらえる者を探していたところ，知人から紹介を受けて，被告人に対し名義を

貸してくれるよう依頼をし，被告人はこれを承諾した。そこで，被告人，Ｂ及びＣ

は，協議の上，本件各土地の売買契約において被告人又は被告人が代表取締役を務

めるＡ社が買受名義人となり，被告人又はＡ社名義で本件各土地の登記を申請する

こととした。 

 (3) 本件各土地の取得等に必要な交渉，手続は，主にＣ及び同人から指示を受

けた者が行ったが，本件売主らとの間の売買契約（以下「本件各売買契約」又は

「本件各売買」という。）の締結に当たっては，被告人もＡ社の代表取締役とし

て，これに立ち会い，売買契約書等の作成を行ったほか，その場で売買代金全額を

支払った。本件各売買契約はＡ社名義で行われ，Ｂのためにすることは一切表示さ

れず，本件売主らは，契約の相手方がＡ社であると認識していた。なお，本件売主

らは，Ｂとは一切面識がなかった。 

 (4) 本件各土地について，本件公訴事実第１及び第２のとおり，本件各売買を

原因とする本件売主らからＡ社への所有権移転登記等（以下「本件各登記」とい

う。）がされたほか，本件建物について，本件公訴事実第３及び第４のとおり，所

有者を被告人とする表題登記及び所有権保存登記がされた。 

 (5) 本件各土地及び本件建物の取得代金，登記費用など合計約１億２０００万

円の費用は全て，Ｂが出えんした。 

 ２ 第１審判決は，上記事実関係の下で，本件公訴事実第３及び第４について電

磁的公正証書原本不実記録罪及び同供用罪の成立を認める一方で，本件公訴事実第

１及び第２について，本件各土地の所有権は本件売主らから被告人又はＡ社に移転
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したものであるから，本件各登記は不実の記録に当たらないとして，無罪を言い渡

した。 

 ３ これに対し，原判決は，次のような事実認定及び法律判断をして，本件公訴

事実第１及び第２についても，被告人に電磁的公正証書原本不実記録罪及び同供用

罪の成立を認めた。 

 (1) 被告人とＢとの間において，真実は暴力団員であるＢが土地の所有権を取

得するにもかかわらず，本件条例の適用を潜脱する意図の下にＢの存在を秘匿し

て，Ａ社を買受名義人として偽装する旨の合意が成立した。 

 (2) 被告人は，本件各土地に関する契約の際こそ立ち会っているが，契約に至

るまでの間の必要な交渉，手続等は，Ｂの意向に沿う形で，主にＣ等が行ってお

り，被告人は一切関与しなかったから，その実態は買受名義人を偽装した名義貸し

である。 

 (3) そうすると，本件各土地の所有権は，本件売主らからＡ社が買主となって

本件各売買契約を締結した時に，被告人とＢとの間の名義貸しの合意によって，本

件売主らからＡ社の名を借りたＢに直接移転したものと認めるべきである。したが

って，Ａ社名義の本件各登記の申請は虚偽の申立てであり，当該登記は不実の記録

である。 

 第３ 当裁判所の判断 

 しかしながら，原判決の上記判断は是認することができない。その理由は，以下

のとおりである。 

 １ 電磁的公正証書原本不実記録罪及び同供用罪の保護法益は，公正証書の原本

として用いられる電磁的記録に対する公共的信用であると解されるところ，不動産
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に係る物権変動を公示することにより不動産取引の安全と円滑に資するという不動

産登記制度の目的を踏まえると，上記各罪の成否に関し，不動産の権利に関する登

記の申請が虚偽の申立てに当たるか否か，また，当該登記が不実の記録に当たるか

否かについては，登記実務上許容されている例外的な場合を除き，当該登記が当該

不動産に係る民事実体法上の物権変動の過程を忠実に反映しているか否かという観

点から判断すべきものである。 

 そうすると，本件各登記の申請が虚偽の申立てに当たるか否か，また，本件各登

記が不実の記録に当たるか否かを検討するにあたっては，本件各土地の所有権が本

件売主らから，Ｂに直接移転したのか，それともＡ社に一旦移転したのかが問題と

なる。 

 原判決は，本件は，Ｂの存在を秘匿して，買受名義人を偽装した名義貸しである

とし，その実態を踏まえて，本件各土地の所有権がＡ社の名を借りたＢに直接移転

したものと認めるべきであるとした。 

 しかし，本件事実関係によれば，本件各売買契約における買主の名義はいずれも

Ａ社であり，被告人がＡ社の代表者として，本件売主らの面前で，売買契約書等を

作成し，代金全額を支払っている。また，被告人がＢのために本件各売買契約を締

結する旨の顕名は一切なく，本件売主らはＡ社が買主であると認識していた。そう

すると，本件各売買契約の当事者は，本件売主らとＡ社であり，本件各売買契約に

より本件各土地の所有権は，本件売主らからＡ社に移転したものと認めるのが相当

である。 

 原判決は，被告人とＢとの間の合意の存在を重視するが，本件各売買契約におけ

る本件売主らの認識等を踏まえれば，上記合意の存在によって上記の認定が左右さ
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れるものではない。 

 また，本件事実関係の下では，民法が採用する顕名主義の例外を認めるなどの構

成によって本件各土地の所有権がＢへ直接移転したということもできない。 

 以上によれば，本件各土地の所有権が本件各売買を原因としてＡ社に移転したこ

となどを内容とする本件各登記は，当該不動産に係る民事実体法上の物権変動の過

程を忠実に反映したものであるから，これに係る申請が虚偽の申立てであるとはい

えず，また，当該登記が不実の記録であるともいえない。 

 ２ したがって，本件各土地の所有権が本件売主らからＢに直接移転した旨の認

定を前提に，本件各登記の申請を虚偽の申立てであるとし，また，本件各登記が不

実の記録に当たるとして第１審判決を破棄し，本件公訴事実第１及び第２について

被告人を有罪とした原判決には，事実を誤認して法令の解釈適用を誤った違法があ

り，この違法は判決に影響を及ぼすことが明らかであって，原判決を破棄しなけれ

ば著しく正義に反するものと認められる。 

 よって，刑訴法４１１条１号，３号により原判決を破棄することとし，なお，本

件公訴事実第３及び第４に係る本件建物に関する表題登記及び所有権保存登記につ

いても，上記と同様の観点から検討すべきものであるところ，第１審判決の挙示す

る証拠によれば，本件建物の所有権の帰属に関する第１審判決の事実認定は相当で

あり，弁護人の控訴趣意は理由がないから，結局，本件公訴事実第１及び第２につ

いて無罪とする一方，本件公訴事実第３及び第４について有罪とした第１審判決

は，被告人を懲役１年，３年間執行猶予に処した量刑判断を含め，これを維持する

のが相当である。そうすると，検察官及び被告人の各控訴はいずれも理由がないこ

ととなるから，同法４１３条ただし書，４１４条，３９６条によりこれらを棄却す
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ることとし，裁判官全員一致の意見で，主文のとおり判決する。 

 検察官安東美和子 公判出席 

(裁判長裁判官 大谷直人 裁判官 櫻井龍子 裁判官 池上政幸 裁判官  

小池 裕 裁判官 木澤克之) 


